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1. 社会 間 接 資 本部門 I 145.6 I 10.1 134.9 I 22.3s I 226.9 
2. 農業部門 I 32. 3 I 19. o 13. 3 / 2s. o / 134 .1 
3. 中小企業・機械工業部門｜ 9o.o I - 9o.o I s.s I 120.9 
4. 水産業部門 I 41.4 I 41.4 - I 1s.o I 95.9 
5. 科学技術振興部門｜ 14.o I 14.o 一｜ - j 14.0 
6. 原 資材導入部門 I 169.2 I 169.2 - I 一 I 169.o 
7. 清算 勘 定 償 還部門 1 45.7 I 45.7 -- I - I 45.7 
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（万石） ！ （万石） i (%} I (%1 I Co/o) 
米穀｜ゅ4I 2,431 I -14.8 I -11.5 -1 + 2.3 
麦穀 I 961 I 9s1 I - 1.0 I 十19.0 I 十28.0
雑穀類（ 110 I 636 I 十16.1 ! - 4.2 i 十19.1
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韓国（12月〉
しかし，第 l次5ヵ年計画の開発事業全体についていえば，その進捗状況






















































































































































































































































いずれにせよ， この朴・金体制の復活は， まさに 1965年の韓国政治日誌の
“フィナーレ”にふさわしいものであった。
- 17ー 一xvu-
政 :.i.‘ ，ロ 経 済 対 係外 関




4. 14 I第 3次日本経済視察団（土光団長〉が来韓。
5. 20 I 1億5000万ドルの長期借款で韓米共同戸明。
6. 11 1 干ばつ対策の地方長官会議。
6. 24 I対韓援助削減に関するポーツ氏の証言を公開。
年は「働く年」， 3大目標＝増産，輸出，建設。
1. 16 I 朴大統領，国会に年頭教書提出。 I 1. 4165年度重要物資需給計画，穀物需給計画発表。 I 1. s I非戦闘部隊2000人のベトナム派遣発表。









4. 3 I韓日 3協定に仮調印。





7. 22 I椎名外相，対韓援助国際協議体への日本参加を表明｜ 7. 2 I戦闘部隊 1万5000人のベトナム派遣発表（南ベトナ
（日米経済委員会）。 ！ ｜ム上陸は10月）。
9. 29 I丁総理，マレーシア訪問（～10.2）。
10. 5 I 「北朝鮮武装スパイ」事件で緊張。
11. 9 Iグェン・カオ・キ南ベトナム首相来韓。
11. 30 I李外務長官，韓・日・米 3ヵ国閣僚会談を提案。
12. 4 I 66年度予算案，国会通過（総規模1219億7200万ウォ I12. 1s I韓日国交正常化（批准書交換〕。
ン，前年比35%増〉。 I 12. 22 I国連総会，朝鮮問題で米側決議を採択。
12. 30 I 65年度輸出，目標の 1億7000万ドル突破。 I 12. 29 I丁総理，フィリピン訪問。


























11. 25 I政府の米穀買入れ価格， lg入3150ウォンと決定。
11. 27 I対日請求権資金使用計画の最終案発表。
韓国

































































一（ 2 ) 2 
韓国日誌

















T (64年末輸出総額〕 商工部発表によると，昨年12月末日現在の輸出総額は 1億
2073万7000ドノレで， 1964年度輸出目標を73万7000ドル超過， 63年度実績より44%増
加した。また軍納による外貨獲得は， 3304万2000ドルで、目標額の 9害1］を達成した。






























































































































































































てた。 （コリア・ニュース 1.12) 
v北朝鮮政府辻，韓国軍の南ベトナム派遣に関し「米国が韓国軍を南ベトナムへ































































別教書を送り， 1966米会計年度（65年7月～66年6月）の対外援助額として， 1948 
年のマーシヤノレ計画開始いらい最小の33億8000万ドルを要請した。このうち経済援
助は 22億1000万ドル（うち防衛支持援助3億6900万ドノレ〉，軍事援助は 11億7()00万
ハリ - 10 -
韓国
ドノレとなっている。




した。 （合同通信一KoreaTimes 1. 16) 
v政府は，前日に引続き日韓問題関係閣僚会議を開き対策を協議，漁業問題タナ
上げ方式は日本側の態度から問題にならないとみてヲこれまでどおり一括妥結の方
針を再確認した。 （共同一朝日 1.15) 
v共和党の主流，反主流，中道の各派代表が会合，同党の内給収拾策を協議した
が，党憲、改正問題などで一致点に達せず物別れに終った。
’（64年末通貨量〕 洪財務部長官は， 1964年末現在の通貨量は 431億ウォンで，
内訳は通貨性預金が 182億ウォンで民間保有が 249億ウォンであると公式に発表し





































































































画を立てている。なお， 64年の米穀生産は292万1885トンで， 63年より 5.6%増加，
反当たり収量は204キログラム（6:31ド， 152キログラム〉であった。







にこだわらず交渉は進めたいJとのべた。 （東京 1.21) 
v朴大統領は安交通部長官に対し，業者が要求しているパス料－金引上げ問題を，
大統領が指示を与えるまで棚上げするよう指示した。




日 本 49,200 (39,153) 
フィリピン
タ イ
4,596 ( 990) 
4,000 (2,958) 
ホンコン 10,000 (11,467) 西ドイツ 4,ooo C 1,448) 
南ベトナム 10,000 C 6,503) マレーシア 3,787 (2,645) 
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韓国




















































































































































































＊ 増産率は生産単位（既成農地）当たり 78.5%，開墾地当たり 21.5%とする。
C. 年間増収率は上記2種増産率に基き6.3%とする。すなわちi
78.5 
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韓国
表 1 総生産量と単位面積当たり収量
米 ｜ ｜大旦 馬鈴薯｜その他 l計（ ｜大麦 l －｜ ｜ 
































1,078 338 154 
101 52 1,091 
0.8 0.4 2.4 
1,086 177 1,686 
813 130 373 
1,113 
100 53 1,035 
0.8 0.4 2.3 
1,116 177 1,576 
835 129 347 
1,376 
［拍114 58 1,203 
0.8 0.4 2.8 
1,567 271 4,709 
1,164 199 1,079 
面積（1,oooha) I 1,241 I 1,375 I 47 I 35 
地 I I I ! I 
標｜台 i反収（kg) I 21s 1 叫 60 I 1,237 
二｜（石） I 1.9i o.91 o.41 2.s 
詰！総収量（1,000トン































表 2 穀物年間需給量推計 （単位 1,000キロリットノレ）
米 穀年度｜需給 長 ｜ 園 内 供 給 量 （ 自 給 率 ｜詰国炉室｜依存度
1sn4 6,36:1 ] 5,182 I 81.4 1 1,1s2 -1s1 
1965 7,035 6,723 95.6 - 312 - 4.4 
1966 7,212 7,132 98.9 81 1.1 
1967 7,390 7,536 102.0 + 145 十 2.0
1968 7,588 7,846 103.4 + 257 + 3.4 
1969 7,755 8,322 107.4 + 577 + 7.4 
1970 8,168 8,688 106.4 + 520 + 6.4 
1971 8,433 9,030 107.1 十 597 + 7.1 
1972 8,713 9,325 107.0 + 612 + 7.0 









｜ 基準年度 ｜ 目 標年度 ［消費率
｜合 I % I 合｜%（
米 I 699 I 54.4 I 716 I 50.8 I 102.4 
小麦・大麦 1 411 I 32. o I 3s2 I 21. 1 I 92. 9 
大豆 I 49 I 3 . s I 62 I 4 .4 I 126 . 1 
その他の穀物｜ 32 I 2. 5 I 23 I 1. 7 I 73. 1 
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表5 政府投資貸付年次計画（政府資金）
（単位： 100万ウォン〉
伊又長 1食糧増産（土壌改良 l開 墾｜事験研主｜農村指導 l 計
別 s I 1, 467 ! 1, 800 ! 106 ! 385 1 341 I 4, 106 
1966 ! 1,625 I 1,847 I 165 j 253 [ 4肝 I 4,297 
1967 i 1,816 i 1,807 I 165 I 215 I, 
1蜘： 1,672 i 1, 101 I 165 1 凶（











443 I 3,769 
444 i 3,898 
2,933 r 28,670 
10.2 I 100.0 
2,938 I 30,493 








































































表6 外資需要量推計 （単位： 1,000ドル）
） 試験研究 （作物病虫駆除（ 計
r 555 1 1, 709 1 丸064
309 i 1,955 ! 3,896 
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韓国
表7 経済分析 （単位： 100万ウォン〉
［ 基 準年度 i目標年度（飢）
内 訳 lム詰1云云 ι（ム
(A） 農 業 生 産 価額｜ 178, 082 ' 100 . o ! 328, 290 I 184. 3 
（回中間経 費 1 44,164 100. 0 i 80,431 i 182 .1 
仁）農業付加価値 133,918 100.0 ! 247,859 I 1出 .1
（司 政 府 投 資貸付 1 3 , 680 100. o 1 5, 756 I 156. 4 
(E) 政府投資貸付の効果； 48倍 i i 57倍 （ 
（引国内総生産 ［ 372, 123 1 100. 0 i 520, 703 : 139. 9 
% C / F : 36. 0 j I 45. 7 









































































を置いたもので，日本側は「かなりきびしい」との印象を受けた。 （読売 2.2) 
v国会は，自民党の福永健司議員ら日本の国会議員3λを3月に韓国に招待する





























①米国Ccc C商品金融公社〉から 5万トンの大麦を貸り受け， 3年間に分割償還
する，②米公法480号第 1款により 5万トンの大麦の追加供給を受けることにした。
（コリア 2.1) 

























言明した。 (Korea Times 2. 4) 









ラ訓練を終えたものである。 (AF P一読売 2.6) 









































































































いiと語った。 （コリア 2. 12) 
守民政党消息筋によると，民政・民主等野党勢力一本化工作は両党少壮派による
統合のための下準備を終え，首脳級会合で統合原則問題に終止符を打とうとする第










































る。この委員会は， 日韓会談の妥結後， 日本から韓国への 5億ドノレ供与（無償3億

























































認識せよ，など 9項目の声明を発表した。 （統一朝鮮新聞 2.20) 
















































































































(Korea Times 2. 21) 
V赤城農相は「日韓漁業交i歩は韓国の国内政a情に大きな変化がないかぎり，第二
次農相会談で妥結にこぎ、つけられる見通しだJと語った。 （東京 2.21) 
2月 22日



















































































































れを強力に実践するように指示した。 （コリア 2.26) 
▼大韓商工会議所は年次総会で，①特恵融資の排除，②銀行の信用業務に対する






















(OP-Korea Times 2. 28) 
V民政党は新党憲に従い，院内総務団を次のように選出した。総務＝鄭成太議員，

















述べた。 （コリア 3. 1) 


























いる。タウンゼント国防省次官補（ 8日〕， ロッジ米大統領特使（26日〉， グリーン国
務省極東担当副次官補（29日〕，ロストウ国務省政策企画委員長（ 5月 2日〉。 これら
米高官の来韓が，①日韓国交正常化後の韓，米， 日の諸関係調整， ②ベトナム増派iこ
関しての“意見交換ぺ ③日韓妥結反対運動の慰撫を目的としたものであることはう


































・ ( 54 ）一 2 
韓国日誌









































































































































































































































































の見解にト分な考虐、を与えることを約束した。 （朝日－3. 18) 
vパンスティン USAID処長は韓国援助政策に関する AID本部との政務協議の


















CJミ） 幹凶政府は1962, 63同年に政府人中しにな加した H本の 1＋百社に法人税その他













































（注〉 H誌 3n 14日参照。
v訪米中の洪財務部長官と協議していた国際通貨基金 (IMF〕は，韓国政府が






側が突然態度を変更した，と遺憾の意を表明した。 （コリア 3. 22) 
’単一変動レート制実施を発表 政府は日21夕，輸出を増進し，輸入を抑制す



























13 一（ 65 ）一
車字 国
し、〉号ヨ王 子ー































一（ 66 ）一 - 14 -
韓国
V 日韓漁業交渉は第10凶赤城・車両国農相会談で，対韓漁業協力資金，済州島西















































































































































0 私債の用途は，営農費51%, 教育費20%食糧購入費16%, 家畜購入費13%


































































































































































































































25 - -( 77）ー
韓国









の批准承認は早くても秋の臨時国会になるのではないか。 （朝日 4.5) 
v政府・与党の日韓会談講演会2日目。馬山3000人，光州、［7000人，その他天安，























































- 27 - 一（ 79 ）ー
韓国
芦明を発表した。 (AF P一朝日 4.8) 
V インドネシア議会は，これまでの日韓交渉を無効とするよう要求する決議案全
採択した。この決議案は日韓交渉は不当で，朝鮮人民の諸権利を侵害するものでヲ



























本に有利な条件で日韓会談を支援していると批判した。 （コリア 4.8) 
v政府は，ソウル市・内の各大学の学生代表60人余りを中央政庁に招いて， 日韓会





べきだ」と早期妥結の政府方針を説いた。 （朝日 4.9) 
V 日韓会談地方遊説のため釜山にきた共和党政策委議長の白南棟議員は， 「言論
界は自律的規制を誠実に実行していると思われるので言論倫理法の必要性はすでに













' 10日のソウノレ放送によれば，韓国政府は 9日， 65年度行政白書を発表したが，
同白書は「日韓漁業協定が発効したのち，日本がもし協定を守らなければ，協定を











29 - 一（ 81 ）一
韓国
で，政府を誹誇するものとして調べていたc （朝日 4. 10) 
4月 10日
V金鍾璃韓ー銀行常務は，第28回世界卓球選手権大会の選出団団長としてユーゴ



























































































開催されよう」と言明した。 （朝日 4. 15〕
V 日本外務省筋が明らかにしたところによると，金駐日大使は，このほど日本側
に対し，朴大統領が米国訪問の途中日本に立寄り佐藤首相ら日本政府首脳と会談す
る予定は中止される見通しである旨を伝えた。 （朝日 4.15) 
v日本の第3次韓国経済視察団（土光石川島播磨重工会長ら40人〉がソウル入り










威に関する法律」違反容疑で正式拘留， 1人を指名手配， 34人を書類送検， 354人


























つリ ( 85 ) 
平勾I 国
デモ，抗議集会を行なった。前日，デモを予告した高麗大は，約1500人が約2時間





拾を呼びかけた。 （朝日 4.16) 
v激化する学生デモに備えて午後，首都警備司令部に属する 2個大隊がソウル市
内の中心部に移動し，中央政庁周辺に駐とんした。これは昨年の 6・13デモいらい
はじめてのこと。 （朝日 4.16) 
v丁総理，李外務，金国防，元無住所長官らは国防部に軍管区司令官，軍団長級
以と各軍高位将星80名余を召集，韓日会談のPRを行なった。また公報部は，言論界
代表を招いて日韓国交正常化の必要性に関するPRを行なった。 （コリア 4.16) 



















一（ 86）一 - 34 -
韓国
ぎに電力などエネルギー源の開発企業，最後に技術提携へと時間をかけて進める




























たという理由で緊急逮捕したと発表した。 （朝日 4.17) 
v政府はタラ緊急閣議を聞き，①ソウノレ市内のj官支維持のために警察力のほかに
首都警備師団を投入する，②ソウル市内の全大学および高校当局にたいし17日から
35 - 一（ 87 ) 
韓 国
月末まで情勢に応じて休校するよう指示することを決定『事態は新たな段階にはし、
（東京 4 17) 
v平壌放送によると， 「日韓会談に反対する南朝鮮人民の戦いを支持する市民大


















してほしい」と訴えた。 （朝日 4. 17) 


































































































を厳罰に処することに決めた。 （朝日 4.21) 
V ソウル大学文理学部で、は，約200人の学生が「日韓会談阻止，休干交反対lの抗












39 一（ 91 ,' 
韓国
v日相源大韓商議副議長を団長とする大郎商工会議所の日本経済視察団一行17名







































































































←（ 94 ）一 - 42 -
韓国



























日韓関係に悪影響を及ぼすのではないかとみる部内者もいる。 （東京 4.27) 
v国会はラ野党の出席拒否で 2日間空白状態だったが， 26日両党議員の出席で再
開された。また去る16日から政府の指示で事実上全面休校をしていた大学は， 26日

































合同による「技術協力委員会」を設ける構想を進めている。 （朝日 4.28) 
v約 1週間ぶりに休校措置が解かれて以来はじめて，ソウルで神学大学生 100人










































はこれが最初である。 (A P一朝日 4.:30) 
V与党結によれば，楊内務部長官と車農林部長官は朴大統領に辞意を表明したと























万ドルから 5億ドルが期待される。また5ヵ年計画以前の65, 66の2年間に 2億
一（ 98 ）一 - 46 -
韓国








































































l国 内 政 1台













































































〔5月 の 日 誌 項 目 〕
〔I〕政治動向 〔H〕経済動向
(1）米高官の 来 韓 (1） 米 韓経済関係
(2）朴大統領の訪米 (2） 日 韓経済関係
(3) 増派問題と；38）主線の緊張 (:J）経 済 荷主
(4）日 －十t手L 正ど3三、 日炎 (4）財政 金融
(5）政府・野党・学生 (5）通 i部
(6）クーデター未遂 (6）農機 漁業




( 1 ) 米高官の来韓



















































































































































































V ゴ・トンタット駐韓南ベトナム代理大使は， Up I通信記者に対し「南ベトナ
ム政府は，先週韓国軍戦闘部隊 1,位i連隊（ 2～3000人）を市ベトナムに派遣してく
れるよう，韓国政JHに正式に要請したJとのベた。 （コリア 5.17) 










もっていない」と言明した。 （読売 5.18) 
5月18日










































































































































































































































































































































































































































































ソウル火力発電所 2,200～2,800 港湾施設拡張 830～1,000 
（漁船開発計画を含む）
送配電施設 1,000 
。也方電化，｛I幽土含む） 鉄道輸送施設 1,500 
中小企業開発 1,500 干拓事業 500～ 580 
ソウル地下水道施設 3,500 海産物加工施設 100～ 300 
ソウル上水道施設 500 建設機器 800 
民間航空施設 350 農機具 300 
プログラム・ローン 1,000 漢江開発調査 70～ 100 
石油化学工場 3,500～4,000 （コリア 5.21) 





















































と言明した。これに対し 6月 1日のソウル放送によると，張副総理は， 「政府の方










- 25ー 一（ 125）一
幹 kt4
画の肥料T.J坊に，支払保証することを決議した。条件は，内資21億ウォン，｛昔款Jr.



























（注） 対日肥料長期買入協定は， 65年度～67年度の 3年間に，毎年70万トン（硫






























減少した。 （朝鮮日報 5.8コリア 5.25) 
5月 18日









































部門日lj 第2同半期 第 1四半期 増減I
公共部門 200 224 
民間部門 577 582 
還収
43 
貯蓄性預金残高 286 272 
肥料部門 93 65 
海外部門 99 151 80 















V定例金融通貨委員会に報告された 4月末現在の通貨量は， 497億ウォンで， 財
政安定計両による第2四半期末通貨最限度を12億ウォン超過している。この通貨量
は， 3月末に比べ49億ウォンの増加lであるが，これは公共部門の政府買上金，政府





















































1962年 107万6000ドル， 1963年 435方的00ドル， 1964年 857万6000ドル
（ソウル新聞 5. 28) 


















'A  ID C米国際開発局〉は， 「平和のための食料計画」の一環として韓国にた
いし余剰小麦粉1200万ドル（運賃込み〉を供与すると発表した。今回供与される小












▼朴第 2軍l司令官は， 「’ボは干ばつとたたかう農民を助けるよう j指示したり




















































1965. 5. 18 
< 1 > ジョンソン米国大統領の招請により， 朴正照大韓民国大統領は10日間の公式







































































































































































































































































































10日， 米軍当局は， 6月末から 7月初旬にかけて米韓台｜司訓練を実施すると発表し





















もう 1つは， 在韓国連軍司令部からのフランス軍連絡将校の引揚げである。 30日に
伝えられたこの処置は， 去る 5月28日，フランスがSEAT O本部から軍事代表引揚
げを発表したことなどとの関連のうえで検討されるべきであろう。
学生・野党の新しい動き





























































































































































































































































2. 専 τ-l己' 益 金
3. 税外雑収入
4. 不 正 蓄 財
5. 預託金および利子収入
6. 財政借款預託金収入




1. 一 般 経 費
①機 関 経 費












66,985 49,259 i 36 
36,387 39 
15,672 13 12,387 ! 27 
7,500 6 3,700 ! 103 
10,338 8 5,876 76 
596 1 1:,. 100 
5,319 2,059 158 
100 
93,265 61,490 52 
31,716 28,494 11 
124,981 100 1 89,984 39 
166年度予算｜構（成%）率 165年度予算 l増（減%）率
53,235 43 40,861 30 
7,918 7 5,862 35 
15,079 12 14,114 7 
9,971 8 7,517 33 
6,188 5 2,765 124 
14,079 11 10,603 33 
38,586 31 28,852 34 
32,710 26 19,871 65 
450 400 13 
89,984 39 
日 誌（ 7, 8月〉




















































白善鎮 " " 
朴円彬 グ 陸軍准将
李措 ’f " 













































































3 日 ’野党，派兵に反対一一国会は国防委員会で南ベトナム 1個師団増派同意要請
案の審議を開始したが，民衆党は派兵すれば，①韓国の国際的孤立を招く，②韓
国の国境防備を弱める，としてこれに反対することを正式に決定した。




Tこ。 （コリア 8.6) 




















































































































約50名が出席した。 （コリア 8.27) 
V東国大デモに赤旗一一一ソウノレ市警当局者は，東国大生約1000名のデモの先頭
に同大学生らが赤旗を掲げていたことを明らかにじ，その背後関係を厳重に調査
















































なお，去る 3月 1日から 8月31日までのソウル地検管内デモ関連者処理状況は
次のとおり。 （東亜日報 9.2) 
処理別 対象別
総 検挙 数 6,033名 拘束・不拘束立件合計 577名
拘 束 168グ
















































-( 164）一 - 14ー
’「国際協議体に日本も参加」一一日米経済委員会で，椎名外相はラスク米国






















































10, 093 ( 7. 4) 
































江原 6,146(5.9) 12,785( 8.0) 2,500( 0.3) 






公共部 門 180 170 -10 
民間部門 588 598 十10
肥料計定 100 92 - 8 
貯 蓄付 316 310 十 6
外国為替部門下） 69 30 十39
通貨量 483 520 十37
















23日 l IMF調査団の経済診断一一去る 10日に来韓した IMF年次調査団は離韓に際






した。 （コリア 7.28) 
対日輸出 対日輸入
第 1 年度 9268万8000ドル 1億7501万8000ドル
第 2 年度、 1億3667万9000 グ 1億9702万8000 グ







。独占商品 。 寡 占 商 品
炭酸マグネシウム 377.2 (102.0) 綿 糸 217.2 (135.6) 
ゴ、ム硫化促進斉IJ 333 (122.0) 洗濯石けん 228 .5 (119 .1) 
ダイナマイト 216.2 (128.4) ゴム靴 142.5 ( 98.2) 
硝安爆薬 230.8 (147.1) 。参 考
板ガラス 183.7 (127.1) 総指数 214.9 (149.3) 
鋼管 217.5 (112.5) 穀物以外の全商品 210.7 (139 .1) 
銑鉄 237.4 (138.3) 














5 日 ’保税加工輸出好調一一一保税加工輸出協会によると， 7月中の保税加工輸出は






10日 , 64年中の日本商社営業実態一一関係当局で確認した資料によると， 64年中の
在韓日本商社の営業実績は306件，約150億ウォンである。
1 日 ’「 3年内は日本人の投資禁止」一一一張経済企画院長官は， 「対日請求権受入
れで韓国の経済が日本と競争できるようになるまで約3年間は，日本人の直接・
間接投資を受入れない」と言明した。































V借入金総額のうち私債の比率が21%以上の企業 60.2グ 63.9" 
V月利5%以上の私債を使用する企業 64%" 71.4% 





























30日 V 「対日経済協力の窓口一本化認めず」一一朴商工部長官は記者会見で， 「日
韓の国交が正常化しでも，請求権資金は政府対政府の取引となり，民間商業借款
も厳格な政府統制下で導入される。いくつかの経済団体が日韓経済協力の一元化




















支持援助 CSA) 6500万ドル以上 ( 7100万ドル）
PL 480号第 1款（余剰農産物） 不明 ( 4500万＂ ) 
開発贈与（技術援助） 450万ドル ( 300万＂ ) 
不明 (1億1900万＂ ) 







V輸出 l億ドル突破一一商工部は， 8月30日現在の輸出実績は 1億ドルを突破，
今年度輸出目標額 1億7000万ドノレの58.4%に達したと発表したc





































































































































































































H 対 外 関 係
2 日 vシャーブ司令官訪韓一一米太平洋統合司令官シャープ海軍大将は， 2日間に
わたる韓同訪問のためソウルに若いた。｜可司令官は，朴大統領や韓国軍首脳と会
談する。








































企業の未払い労貨は21企業でイt;)l・ I 1立06007Jウォンに達し，毎月 1Jj6000f1がそ
の被害を受けている。 Jfilfrn干1，専売Ji'hどの政山命業体でいっそう？をlく， lイr-
以上未払いになっている:IJ‘ti'もある。
3 日 V日本製まねた5工場禁止一一ソウノレ市：l刊訂工， fl本のぞうりに似た「ゴ、ムぞ
うり」をつくっている大！日ゴム会社，朝日ゴム工業など 5工場に，民族文化擁護
の風潮を乱しているとして製造禁止命令を出した。





（注〉 なお新方式の米穀統計によると， 64竿度の米穀生産量は 2746万2000石
（既発表2029万石より約35%増〉となっている。
v秋穀買上げ価格内定一一経済閣議は， 65年度秋穀政府買上げ価格を 1臥（80
kg）あたり 3000ワオン，糧肥交換穀価を 1臥あたり 3254ウォンと決定した。これ
は今後，閣議と国会で正式決定される。









多目的ダム（ 7{J同〉 4410万0000ドノレ 208億9500万ウォン
基幹産業，鉄道港湾など
社会間接資本 856万8000 グ 42倍、2400万 グ
漁業前進基地 560万0000 I 56億8300万 I 
' f：呆税加工輸出好調一一保税力OT!
輪J甘は 240万ドルで今年最？吉iの記録をみせ， 8月末現在累計は 1229万ドルで、年間
目標 1300万ドルに近づいた。品目別では，衣類 169万8000ドノレ（うち合成繊維80
万ドノレ〉， 締布44万ドノレ， トランジスタ｛・ラジオ 7万6000ドノレ，造花6万ドノレ
などのJi［民である。

















9 日 v最近の物価動向一一韓銀発表によると， 8月下句現在の全国卸売物価指数は










1 日 ' 8月中の輸入実績一一商工部によると， 8月中の輸入実績は2093万ドルで，
8月末までの輸入累計は 1億4516万ドルに達し，今年度輸入計画3億0500万ドル
の47.5%となった（輸出は日誌9.15参照〉。
13日 v韓銀券急増一一旧盆をひかえて韓銀券発行高が急増し，去る 9日現在で 342
億ウォンに達した。なお， 8月末は292億ウォンであった。


























1960:?ド 1.5% 1.8% 
196111 4.7グ 4.8" 
1962" 3.2" 3.fJ" 
1963" 8.G" 6.8グ

































23日 V第 l次5カ年計画中間報告書 一l人j悶企Wti調整室で‘作成し た第 1次経済開発














































































































以下， 10月 1日付の朝鮮日報， ソウノレ経済新聞の報道，論説などによりその概況を
収録してみる。
。金利水準 30日の臨時金通運委会議で採択された金利引上の内容は，金融機関の
預金最高利率を年30%C月2.5%）とし， 1年6ヵ月満期の定期預金に月 2.5%, 1年
満期は月2.2%C年26.4%), 6ヵ月満期に月 2%（年24%), 3ヵ月満期に月1.5%C年
18%）の利子を毎月支給することとした。貸出金利は一般資金，当座貸越などの年26
%を最高利率とし，延滞貸出は年36.5%と大巾に金利を引上げた。 しかし，輸出目標

















4・預 金 ！日 率 改正率
（存期預 r押す1惣f：；：説約 金↑I1 " 1s弘I" 2.2% 据置 金JI 年 ;C I 'I 1年半 M If ー ｜グ ?-5% 
通知預金！年 3附 ｜ 年 5.0%(30日脚）
貯蓄および納税準備預金｜年 3州 ［年 7.2% 
国民貯蓄組合預金｜年 16例 ［年 30.0%
定期 積金（年 10州 ｜年 30.0%
普通預金｜年 1例 l年 1.s%(t品t[)
別 段 預 金（（高純摺民）［ IR 2:同じ
当座 預 ふ｜ 点利子 _I 無利子
福引券付定期預金（ 6ヵ月満期）J G州｜ IS.0% 
・貸 出



























米 穀担保及問先貸手形！ 年 11.0% 1 旧と同じ
商業手形！年 14.0% J 年 24.0%
其他手形 1 年 16.0% -1 年 26.0%
当座貸越l年 1s.s% I 年 26.0%







（ 輸 出 産 業 育成手形l








別 段 預 金 無利子 ｜ 無利子（当座 コ I 
内問為替決 裁 預 金JI I 
（ 国民生命保険＇ I I 郵便貯金l ｜ 廃 止
郵 便 年 金 金融機関と同率 ｜（一般銀行に移管）
積立金による逓信官署の定期預金JI I 
. 貸出
（輸 IH 手形＼I I 
外貨表示軍納手形 I 年 3.s% I 年 3.50% 
農業．水帯翁品F業手形l年 s.s% I 年 8附
米穀担保及同 先貸手形l年 4.0% I 年 4.00 
n百業手形巾種 I 1f'. 10.5% ) I 
乙種 l " 11.5% ! 1-=. 21.00% 
丙栂 l " 16.0% J I 
臨 H寺特別融資手形i年 21.0% I 年 21.00 
共 他手形甲種 l 年 12.5% ) ｜ 
乙種［ " 13.5% 引 年 23.00% 
丙種！ グ 16.0% J I 
- 17ー 一（187）ー
韓国（9月〉
国債及政府 保 証 証 券 1 年 13.5% I 年 23.00 
。財政資金金利
4’貸出
短期資金（1～5年 ） ！ 年 10.0% 1 年 12.00
中期資金（5～1附 i年 9.0% -I 年 11州
長期資金（1刊聞 l年 8.0% l年 10.00%
特殊資金（芸震？毒注予雲益章霊）（ 年 6.0% T 年 7附
水利資金（3聞 l 年 3.5% -I 年 3印
住宅資金（ 却年）｜年 4.0% （年 4.00
財 政資 金の運転資金 1 （相当な低利） I 年 16.00 
4’貸下金利
短期資 金 l 年 5.0% 1 年 11.00
中期資 金 1 年 5.0% 1 年 7.00
長期資金｜年 5.0% ！年 7.00





（公務員年金）（ ｜ 文化財特別会計1¥ 10.0% I 15.00% 
郵 使貯 金及 国民生命保険 l 15.0% 1 却∞
専売，帰財，産業復興国債｜ 2.0% 1 2.00 





























































































































































































































































1960 1961 1963 1965 
戸当り平均負債額（ワオン） 6,693 7,860 14,281 19,808 
向上指数 100.0 117.4 213.3 297.5 
農家購入価格指数 (9月平均）100. 0 112. 0 149.9 229.5* 
個人を借入先とする負債の比率（%） 58.0 41.9 46.6 73.3 
* 7月現在











































































































































7 日 V丁総理，捜査再開指示一一東南アジア訪問族行から 6日に帰国した丁総理は，
テロ事件の合同捜査本部再発足を指示した。
















































































21日 v 「原子砲大隊を編成中」一一一金聖恩国防部長官は， 「南ベトナム戦闘部隊の
増派に伴い， 38度線の警備を強化するため 8インチ（203.2ミリ〉新型砲12門ず
つを装備した原子砲3個大隊を編成中」だと言明した。






- 9 ー 一（203）ー
韓国 (10月〉
おける自由陣営の反共態勢強化に大いに役立つものである」と述べた。







































軍 糧 11万3300トン 15万1100トン
官用施設用 4400 " 2500 " 
罪囚留置人用 3500 " 7200 " 
同 施設用 4300 " 7800 " 
救 言菱 用 2万4800 " 
種 子 用 2300 " 2000 " 
調 節 用 14万4000" 
輸出と備蓄用 5万5100" 11万6000 グ



































雑 穀 88万1367石 16.9%増 19.9%増
旦 類 148万8126石 4.1%減 10.7%増
















（コリアニュース 10. 19) 
19日 , 66年度大統領予算教書（特記事項，資料参照〕































私債使用企 I 金利現実化前 （金利現実化後
業の割合 ｜ ！ 
月6%以上 I 14.3% I 13.9% 
月5% I 39.0% I 37.5% 
月4% I 37.9% I 38.2% 





































（注） さる 1月から 9月までの対日輸出は， 3800万ドルで輸出総額の25%であ
るに対 L，対日輸入は， 1億0600万ドルで政府保有外貨による輸入総額の60
















農事 資金 3,719 高利債資金 447 
農林資金 293 肥料代末回収金 4,947 
水産資金 334 末回収利子 1,800 














ている。②同公社の軍納実績は 9月末現在で 400万ドノレ，そのうち稼得額は 99万













64年 47億9200万ウォン C" 4億2400方ウォン〉













- 15 - -( 209）ー
韓 国 (10月〉
を採択した。
V「照農 l号」の初収獲一一水原で試験裁培された水稲「照農 1号」は， 晩生
種という欠点はあるが，反当 4.7石の収獲をあげた。これは従来種の平均収獲量
反当1.5～2石に比べ，非常な好成績である。


























































































































































































































































































































































































3. 中小企業・機械工業部門 ｜ 
-4. 水産業部門 1
5. 科 学 技 術振興部門［
6. 原資材導入部門 i















I 14.oc 14.o) 
｜附.2（附.2)
45.7 I 45.7( 45.7) 




































































































104.81}｛）とする。そして目標年度に政府消費は 11.8%，民間消費は 74.4%とし， 1 
人あたり国民所得は計画期間中34.3%, 1人あたり民間消費は22%増加させる。








- 5 一（ 225）ー
韓国（11月）




























































29日 V 「政浄法は来年から解除」一一丁総理は国会の答弁で， 「政治活動浄化法は
来年から解除す方針である」とのべた。
-- 7 - 一（ 227) 
韓国（11月）
〔E〕 対外関係














（注〉 9日 了総理・キ首相第 1次会談
10日 韓国・市ベトナム第 1回経済閣僚会談
IHI 丁総理・キ首相第 2次会談








































ているが，これによると，年末通貨量は 527億ウォンとし， 第 3・四半期末実績
に比べて公共部門で14億ウォン減縮，民間与信純計で27億ウォン増加させる計画
である。
（注） 第 3・四半期末の財政安定計画実績によると， 通貨量は計画 541億3100
万ウォンに対し， 529億6000万ウォンであった。
2 日 V対日請求権使用で元試案発表一一政府は，元無任所長官の対日請求権資金使






















11.4 65.2 17.4 
91.0 135.0 15.0 
50.0 50.0 10.9 
45.8 45.8 15.0 
15. 7 87 .4 93. 1 196. 2 15. 0 
64.0 64.0 
70.0 70.0 
15.7' 21.4 23.1 62.2 15.0 
160.1 160.1 
16.8 104.5 121.3 
45.7 45.7 
319.3 200.0 300.0 819.3 72.4 















一（ 230）一 - 10-
韓国（11月）











1 日 v韓国・国府貿易会議終る ソウルで、聞かれていた韓国・国府貿易会議が終
了し，両国は貿易を拡大しつつ不均衡を是正していくことになった。 9月末現在
の国府に対する韓国の輸出は72万ドノレ，輸入は414万ドルである。
12日 v 「5年間は援助継続」一一ポーツ AID次官補は， 訪米中の韓国民間経済使
節団に対し， 「対韓援助は援助形式が情勢によって修正されるとしても，今後5
年間は継続される」とのベた。
15日 v 「余剰農産物援助， 70年には終結」 米農務省長J官は， 「米国は1970年に
iま余剰農産物援助を終結することになろう」とのべた。





20日 , 66年度余剰農産物導入一一張経済介画院長官は， 66年度 PL480号第 1款に











5000 1 ( 4500 1 ) 





















は，公金融不振のため 450億ウォンにのぼっている。 これは， 10月末の一般市中
銀行5行の貸出総額316億ウォンより大きい額である。私債の内訳は次のとおけ＇，
高利債私債 160億ウォン
契および客主斡旋による私債 100 If 
農民相互金融 110 If 
庶民金融会社 20 " 





















中流俸給生活者の生計費は， 1ヵ月 1万5810ウォンで，その内訳は次のとおり ，）
主 食 費 3400ウォン 21.5% 
副食費 4430 " 28.0" 
住 居費 800 グ 5.1" 
光熱費 970 グ 6 .1" 
被服費 1660 グ 10.5" 
その他 4550 グ 28.811 





一井物産 3,035 日 綿 244 
安宅産業 2,524 三菱商事 190 
丸紅飯田 2,351 東洋綿花 lfil 
豊田通 商 2,125 野村貿易 97 
住友商事 1,237 伊藤忠商事 門，nρ 
V 「容共日本商社の営業不許可J一一一金永周外務次官は国会で、 「韓国政府は
日韓国交正常化後も，日本の容共商社の韓国内営業を許可しない」と tヘベ七










ブラジノレ（技術者） 200 " 1400" 
（農業） 240 グ 1480" 
（特殊） 210 グ 1400グ
ホンジュラス 50 " 350グ
（注〉 呉保健社会部長官は 4日，今後10年間で約30万人を海外に送り出す計画
であるとのべている。






















区 分 ! L!f,c0)_i （肝ォザ）（矧jl順位｜（？組編間）
I 農業部門 I 32.3 ：泊。i l②｜ 山 1
9 .0 1 15.0 
農業水産施設ならびに回r: 23.3 1 13.o 
転基金 fl 
①農業機械 i 10.0 : －（無償
②処理加工施設 1 10.0 1. - ！有償
③干拓 用 法 諜 船 ｜ 3.3 ! 一｜有償
H 水産部門 l ! I ［④｜ 95.9 
校興施策・漁船建造［ 41.4 : 1s.o I無償｜
































































































































8,984, v Fナイロン糸＝720，マワイヤ・ロープ＝300ヲマ棒鋼＝3,105, V形
































































































































1963年第四回総会 111 65 11 24 11 59% 











































































































































































































































































































分 166年度予算 l構成比（%） 165年度予算
般経費 l 札 489 I 44 I 札 861
防費 1 38,536 'i 32 I 2s,s52 
融資｜ 29,496 I 24 i 19 ,sn 
定諸費［ 4501 - 1 400 


























































1964年（暫定基準） 5,836 91.3 
1967年 7,314 99.3 
1968主子 7,614 99.4 
1969年 7,964 99.6 
1970年 8,412 101. l 
















































































































































































































ペトコン容疑者逮捕 656人 146人 802人
ベトコン帰順者 15人 15人






















l輸出禁止品目 62個（ グ 〉
2 日 V糧穀生産5ヵ年計画を立案（特記事項参照）
v不渡手形激増 手形交換所日報総合推計によると， 11月中の不渡手形は今












































































































































石炭 H 2億：0000万 " 
工業グ 15億9208万 F
電力 H 5億'.0740万 " 
住宅グ 3億6000万グ
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